
 1 

様式（第５条関係） 

会  議  録 

会議の名称 平成２３年８月１７日 定例庁議 

開催日時 

午後 １時００分 

平成２３年８月１７日(水)      ～ 

午後 ３時１０分 

開催場所 市長公室 

出席者 富岡市長、小澤副市長、和田教育長、田中審議監、小林総務部長、安田福

祉部長、中村健康づくり部長、高橋都市建設部長、新井水道部長、丸山議

会事務局長、中島学校教育部長、田中生涯学習部長、星野監査委員事務局

長、関根会計管理者、細沼市民環境部次長兼産業振興課長（市民環境部長

代理） 

 

（事務局） 

神田政策企画室長、村山同室主幹兼室長補佐、同室政策企画係浅見主事、

宮村秘書室長 

会議内容 
議題 

（１）平成２３年第３回朝霞市議会定例会提出議案について 

会議資料  別添のとおり 

会議録の 

作成方針 

□録音テープを使用した全文記録 

□録音テープを使用した要点記録 

■要点記録 

記録内容の確認方法 

出席者の確認及び事務局の決裁 

その他の 

必要事項 
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審議内容（発言者、発言内容、審議経過、結論等） 

［市長あいさつ］ 

 

［議題］ 

（１）平成２３年第３回朝霞市議会定例会提出議案について 

 

議案第２５号 専決処分の承認を求めることについて 

【小林総務部長】 

・現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための地方税法等の一部を改正する

法律が、去る６月３０日に公布されたことに伴い、朝霞市都市計画税条例の一部を改正する条例につ

いて専決処分をしたため、その承認を求めるものである。 

・改正内容については、都市計画税の課税標準額の特例措置について、引用している地方税法において

条文の追加、または適用期間の終了や見直しによる廃止により、引用条項の整理を行うものである。 

・朝霞市への影響はない。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第２６号 平成２２年度朝霞市一般会計歳入歳出決算認定について 

【小林総務部長】 

・本議案は、平成２２年度朝霞市一般会計歳入歳出決算認定についてである。 

・平成２２年度の決算額は、歳入が３５７億４，３３０万２，５０８円となり歳出は、３４５億 

１，８６７万８，４０５円で、歳入歳出差引残額は１２億２，４６２万４，１０３円となった。この

残額から、継続費逓次繰越額、繰越明許費繰越額、事故繰越し繰越額を差し引いた翌年度繰越額は、

１１億４，９５９万８，２７５円ある。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、市税は１９９億５，０２６万５１０円で、歳入総額の５５．

８パーセントを占めている。地方譲与税は、自動車重量譲与税などで、２億２，９８０万８，１６３

円となり、地方消費税交付金は９億９，２９７万７，０００円の交付となっている。地方交付税は、

特別交付税１億６，０３９万７，０００円が交付されている。分担金及び負担金は、保育園入園児童

保護者負担金などで、４億９，９３４万３，９６８円となり、使用料及び手数料は、斎場、自転車等

駐車場の使用料、一般廃棄物処理手数料などで、７億４，５７２万８９２円となっている。国庫支出

金は、子ども手当負担金、生活保護費負担金や第五小学校の改築工事、小学校、中学校のトイレ改修

工事に係る安全・安心な学校づくり交付金などで、４９億７，７５６万８，１１５円となっている。 

県支出金は、障害者自立支援給付費負担金、子ども手当負担金を始め、個人県民税徴収委託金、国勢
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調査委託金などで、１７億２，６８１万８，４０８円となっている。繰入金は、下水道事業会計など

の特別会計と財政調整基金からの繰り入れにより、８億４，８９４万９，５７０円となっている。繰

越金は、前年度からの繰越事業に係る分を含めて、１３億６，００９万７８４円となっている。諸収

入は、学校給食費受入金や預託金の返還金などの貸付金収入のほか、朝霞調節池内運動公園設置事業

基本協定解除に伴う返還金などで、１３億２，７１３万９，４２３円である。市債は、第五小学校改

築事業債、中学校大規模改造事業債、臨時財政対策債、減収補てん債など１０件で、２３億 

１，８１６万７，０００円の借入れとなっている。 

・次に歳出について、議会費は、政務調査費補助金などで、２億５，０４３万７，９３９円を支出し、

総務費は、戦没者追悼事業や瞬時警報システム整備工事などで、４２億１０８万３，９６３円を支出

している。民生費は、総合福祉センター、特別養護老人ホーム、放課後児童クラブなどに係る指定管

理料を始め、障害者、高齢者、児童、生活保護等に係る扶助給付事業のほか、介護保険特別会計や国

民健康保険特別会計への繰出金などで、１４８億４，４２６万１，２７８円となっている。衛生費は、

各種個別予防接種、がん検診、健康増進センターの指定管理料及び、ごみ焼却処理施設補修工事など

で、２８億９，５８４万５，１６６円を支出し、農林水産業費は、市民農園新設工事などで、 

８，９０２万４，０９７円となっている。商工費は、小口等融資貸付預託金や産業文化センターの指

定管理料などで、２億３，１４３万４，６０５円を支出している。土木費は、道路の修繕工事、改良・

舗装工事や、落橋防止対策事業、（仮称）根岸台四丁目緑地用地購入費などのほか、下水道事業特別

会計への繰出金などで、２８億３，２６４万１，１９０円となっている。消防費は、朝霞地区一部事

務組合負担金や消防ポンプ自動車購入費などで、１２億７，４３２万９，４７０円を支出している。 

教育費は、第五小学校の改築工事のほか、小学校、中学校のトイレ改修工事や、図書館本館の施設改

修工事などで、４８億７，８５６万４，３７６円となっている。公債費は、２９億９，１９７万 

５，４５４円を支出している。以上が歳出の主なものであるが、この中には前年度からの繰越事業分

も含まれている。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第２７号 平成２２年度朝霞市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

【中村健康づくり部長】 

・本議案は、平成２２年度朝霞市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定についてである。 

・国民健康保険の年度末加入者の状況は、２万０，２４３世帯、被保険者数は、３万４，１７８人とな

っており、前年度と比較すると、世帯数は１０２世帯、０．５１パーセントの増加で、被保険者数は

２１人、０．０６パーセントの減少となった。 

・決算額は、歳入が、１１０億３，２０７万２，２６５円となり、歳出は、１０６億３，４９０万 
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２，７５１円で、歳入歳出差引残額は、３億９，７１６万９，５１４円である。 

・以下、歳入歳出の概要のうち、歳入について、国民健康保険税は３０億３３６万７，９７３円で、歳

入総額に占める割合は２７．２１パーセントである。国庫支出金は、療養給付費等負担金などで、 

２６億８，３６３万８，８５４円となり、歳入総額の２４．３３パーセントを占めている。前期高齢

者交付金は、前期高齢者の加入割合に応じて保険者間の負担の不均衡を調整する交付金で、１５億 

５，４０５万６，４８２円である。共同事業交付金は、高額な医療費に係る交付金で、１１億 

５，０２２万３，９７８円、繰入金は、保険基盤安定対策及び出産育児一時金などの一般会計繰入金

で、１２億４，８６３万８，６６３円である。その他、療養給付費等交付金、県支出金、繰越金など

で、１３億９，２１４万６，３１５円を収入している。歳入全体では、前年度と比較すると、 

１．０３パーセントの減少となっている。 

・歳出について、保険給付費は、７２億０，５１７万５，３９３円で、前年度と比較すると、６．１３

パーセントの伸びとなっており、歳出総額に占める割合は、６７．７５パーセントである。後期高齢

者支援金等は、１４億１，６８８万６，０７９円で、歳出総額の１３．３２パーセントを占めている。

介護納付金は、５億９，４９２万２，１９１円を社会保険診療報酬支払基金に納付している。共同事

業拠出金は、高額な医療費に係る交付金に対する拠出金で、１１億５，７１８万７，０４４円である。

その他、総務費、老人保健拠出金、保健事業費などで、２億６，０７３万２，０４４円である。歳出

全体では、前年度と比較すると、１．１５パーセントの減少となっている。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第２８号 平成２２年度朝霞市老人保健特別会計歳入歳出決算認定について 

【中村健康づくり部長】 

・本議案は、平成２２年度朝霞市老人保健特別会計歳入歳出決算認定についてである。 

・医療費給付の状況は、支払済額が３万１，４１０円で、前年度と比較すると、８７．２８パーセント

の減となっている。これは、平成２０年４月から、後期高齢者医療制度への移行に伴い、対象件数が

前年度の３１件から３件に減少したことによるものである。 

・決算額は、歳入が１，５６９万０，２１２円となり、歳出は１，２４９万１，５５５円で、歳入歳出

差引残額は３１９万８，６５７円である。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、支払基金交付金が６，４８３円、繰入金が１４１万 

４，０００円、繰越金が１，２４５万３，３８３円、諸収入が１８１万６，３４６円である。 

・歳出について、医療諸費、保険医療機関等に対する診療などの医療給付事業が３万１，４１０円、診

療報酬請求の審査及び支払業務を行う診療報酬審査支払事業が２７９円である。諸支出金について

は、国・県負担金や交付金の返還金である償還金が５２６万６，６５３円、一般会計繰出事業が 
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７１９万３，２１３円である。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第２９号 平成２２年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計歳入歳出決算認定について 

【高橋都市建設部長】 

・本議案は、平成２２年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計歳入歳出決算認定についてである。 

・平成２２年度の決算額は、歳入が２０億４，３４０万３，１５４円、歳出は２０億２，５０５万 

６，４１８円で、歳入歳出差引残額は１，８３４万６，７３６円となり、翌年度純繰越額は 

１，８３４万６，７３６円である。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、分担金及び負担金は、区域外からの流入者の事業費負担金の

ほか、和光市及び新座市との協定に基づく公共下水道相互利用の維持管理費負担金などで、４０７万

１，１７０円となっている。使用料及び手数料は、下水道使用料の現年度分及び滞納繰越分などで、

８億５，５５７万１，１４９円となり、繰入金は一般会計から６億４，００１万１，０００円を繰り

入れ、繰越金は２，３１６万４，５７９円となっている。諸収入は、水洗便所改造資金融資預託金返

還金、荒川右岸流域下水道維持管理負担金返還金などで、４億４，７７８万５，２５６円となり、市

債は、公共下水道事業債及び流域下水道事業債で、７，２８０万円を政府資金などから借入れたもの

である。 

・歳出について、下水道総務費のうち、一般管理費では、人件費や事務経費などで、５億６，５１６万

７，８２９円を支出し、維持管理費では、浸入水防止工事のほか、料金徴収業務委託料、荒川右岸流

域下水道維持管理負担金などで、６億９，９９１万７，７７４円を支出した。下水道事業費のうち、

汚水整備事業費では、汚水管工事などで、１，４９９万４，８９９円を支出し、雨水整備事業費では、

雨水管工事、田子山下水路費負担金などで、６，４６９万１，８３７円を支出した。流域下水道事業

費では、荒川右岸流域下水道事業費負担金を負担割合に基づき４，６７６万３，２５８円を支出し、

公債費は、地方債の元金及び利子として６億３，３５２万０，８２１円を支出した。 

・平成２２年度末における下水道普及率は、９６．５パーセントである。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第３０号 平成２２年度朝霞市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

【中村健康づくり部長】 

・本議案は、平成２２年度朝霞市介護保険特別会計歳入歳出決算認定についてである。 

・平成２２年度末における介護サービス受給者数の状況は、居宅介護サービス及び居宅介護予防サービ
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ス受給者数は１，６３９人となり、前年度末と比較すると、１３５人増加し、８．９８パーセントの

増、地域密着型サービス受給者数は１４４人となり、１５人増加し、１１．６３パーセントの増、ま

た、施設介護サービス受給者数は５０１人となり、４３人増加し、９.３９パーセントの増となった。

また、保険給付費については、３８億３，４２６万７，６５４円で１１．１８パーセントの増となっ

ている。 

・決算の状況について、歳入が４３億７，４４４万２，９３９円、歳出が４１億８，７２７万 

４，３７３円で、歳入歳出差引残額及び翌年度繰越額は１億８，７１６万８，５６６円である。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入の主なものについて、保険料は、６５歳以上の第１号被保険者分として

８億７，１４４万５，２５０円、国庫支出金は、介護給付費負担金などで、６億８，７９７万 

２，９０９円、支払基金交付金は、介護給付費交付金などで、１１億７，５２１万６，２７０円、県

支出金は、介護給付費負担金などで、５億９，２６９万０，６２５円、繰入金は、一般会計及び基金

からの繰入金を合わせ、８億９，７８２万５，０９６円である。 

・歳出の主なものについて、総務費は、一般管理事務費が２，４０９万７，５２８円、介護認定審査事

業が３，０２６万６，５３８円である。保険給付費は、居宅介護等サービス給付事業が１３億 

３，７１６万４，１５８円、施設介護サービス給付事業が１５億８，９９９万２，７９７円、特定入

所者介護サービス給付事業が１億５，５４４万６，１７０円である。地域支援事業費は、包括的支援

事業・任意事業が３，９６９万６，２５０円、基金積立金は、介護保険保険給付費支払基金積立事業

が１億５，６１４万６，６９９円である。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第３１号 平成２２年度朝霞市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

【中村健康づくり部長】 

・本議案は、平成２２年度朝霞市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定についてである。 

・平成２２年度末における被保険者数の状況は、埼玉県後期高齢者医療広域連合の報告によると、 

８，３８３人となり、前年度末と比較すると５７１人増加し、７．３１パーセントの増となった。 

・決算額は、歳入が８億２，８１８万１，４１２円となり、歳出は８億１，９５２万５，８３９円で、

歳入歳出差引残額は８６５万５，５７３円である。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、後期高齢者医療保険料が、６億７，７０８万７，５５７円、

そのほか繰入金、繰越金、諸収入で、１億５，１０９万３，８５５円である。 

・歳出のうち、総務費については、一般管理事務費で４３1万０，２６９円、後期高齢者医療保険料の

徴収事業が９６１万６，４２４円、後期高齢者医療広域連合納付事業が７億６，９９４万８，４２３

円、一般会計繰出事業が、３，３８３万９，５８３円である。 
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［質疑等］ 

なし 

 

議案第３２号 平成２２年度朝霞市水道事業会計決算認定について 

【新井水道部長】 

・本議案は、平成２２年度朝霞市水道事業会計決算認定についてである。 

・業務の状況であるが、年度末給水人口は、１３万０，７６４人で、前年度に比べ、９９５人増加した。

給水戸数は、５万８，９１７戸で、水道の普及率は、１００パーセントである。年間総給水量は、 

１，５８５万１，１５２立方メートルで、このうち県水受水量は、１，０８３万７，１６６立方メー

トルで、受水率は、６８．４パーセントである。年間総有収水量は、１，４１４万９，６２３立方メ

ートル、有収率は、８９．３パーセントで、前年度と比べ０．２パーセントの減少である。 

・決算の概要であるが、収益的収入の第１款水道事業収益の決算額は２１億６，３９１万９８７円で、

主なものは、収入総額の８５．６パーセントを占める水道料金で、その他、水道利用加入金、受託料

などである。収益的支出の第１款水道事業費の決算額は１９億５，３５３万１，１０１円で、主なも

のは、支出総額の３６．０パーセントを占める県水受水費で、その他、減価償却費、職員人件費、委

託料、修繕費、動力費及び企業債の支払利息などである。収益的収支の差引利益は、２億１，０３７

万９，８８６円となった。１立方メートル当りの税込み供給単価は１３０円９４銭、給水原価は 

１３６円５７銭である。 

・資本的収入の第１款資本的収入の決算額は、８１４万３，０００円で、主なものは、一般会計からの

消火栓設置に要した費用の負担金である。第１款資本的支出の決算額は、６億６，０４９万 

３，９９５円で、主なものは、建設改良費で、老朽管更新事業及び水圧不足改善事業などを実施した。

企業債償還金は、財務省及び地方公共団体金融機構への償還金である。資本的収入額が支出額に対し

て不足する６億５，２３５万０，９９５円については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額、過年度分損益勘定留保資金、減債積立金、建設改良積立金で補てんした。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第３３号 平成２３年度朝霞市一般会計補正予算（第１号） 

【小林総務部長】 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ１１億１，０６０万３，０００円で、これを含めた累計額は、 

３６４億７，６６０万３，０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、地方特例交付金は、交付額の確定により、１，９３５万円増

額している。地方交付税は、普通交付税の交付団体となったことに伴い４億２，９６８万５，０００
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円を計上している。国庫支出金は、子ども手当負担金を減額するほか、生活保護費負担金を増額する

ことなどにより８，０５２万８，０００円増額している。県支出金は、緊急雇用創出基金市町村事業

費補助金を減額する一方、保育所緊急整備事業補助金を増額するほか、新たに、高齢者と地域のつな

がり再生事業費補助金や、家庭保育室環境改善促進事業費補助金などを計上することにより、１億 

２，７６９万３，０００円増額している。財産収入は、テレビ埼玉株主配当金の受け入れをしている。

寄附金は、民生費指定寄附金などの受け入れをしている。繰入金は、介護保険特別会計などの決算に

伴う精算金を繰り入れる一方、財政調整基金繰入金を減額することにより、１億３，２０３万 

８，０００円減額している。繰越金は、平成２２年度決算に伴い、前年度繰越金を４億４，９５９万

８，０００円増額している。諸収入は、国庫支出金過年度収入のほか、各種施設の指定管理料の精算

金などを計上し、７，０４１万９，０００円増額している。 

・歳出について、総務費は、職員に係る子ども手当や、事務補助員の特別賃金などを減額するほか、東

日本大震災によって甚大な被害を受けた福島県須賀川市へ、職員を派遣するための経費や、今後の震

災対策として、市役所本館に設置されている防災機器などを、別館へ移設するための経費などを計上

することにより、３，３２３万９，０００円増額している。民生費は、時間外保育士に係る特別賃金

や、子ども手当などを減額する一方、震災対策として、栄町保育園、泉水保育園の耐震診断及び、公

設保育園の窓ガラスに飛散防止フィルムを取り付けるための経費を計上するほか、新たに、生活保護

に関する相談を専門に受け付ける、生活保護面接相談員を配置するための経費を計上する。そのほか、

生活保護費や、国民健康保険特別会計への繰出金などを増額することにより、６億１，５９８万 

１，０００円増額している。衛生費は、各種個別予防接種委託料や、太陽光発電システム設置費補助

金を増額することなどにより、８，２４２万９，０００円増額している。農林水産業費は、事務補助

員の特別賃金や、農業委員会委員報酬を減額することにより、８３万４，０００円減額している。土

木費は、交通指導員に係る特別賃金を減額する一方、震災に対する家庭での備えとして、耐震シェル

ター等を設置するための補助金を新たに計上するほか、建築物耐震化対策補助金を増額する。そのほ

か、図書館北側区域の基地跡地の暫定利用を開始するための経費や、駅東通線の街路用地購入費を計

上することなどにより、３億９，４３２万４，０００円増額している。消防費は、事務補助員賃金を

減額し１０３万３，０００円減額している。教育費は、特別支援学級補助員や、調理員に係る特別賃

金を減額するほか、計画的に実施している小・中学校トイレ改修事業の３校分の設計委託料や、図書

館駐車場の整備に要する経費を計上し、１，３５０万３，０００円減額している。第２表繰越明許費

は、栄町保育園耐震診断事業、泉水保育園耐震診断事業、民間社会福祉施設整備補助事業の３事業を、

翌年度に繰り越すものである。第３表、債務負担行為補正については、議長車等運行業務事業や各種

施設の指定管理料など２６事業を、来年度以降に滞りなく執行するため設定するものである。第４表、

地方債補正については、新たに、中学校大規模改造事業債を追加するほか、臨時財政対策債など５件

の地方債について、借り入れ限度額の変更を行うものである。 
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［質疑等］ 

なし 

 

議案第３４号 平成２３年度朝霞市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

【中村健康づくり部長】 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ４億４６７万５，０００円の増額で、これを含めた累計額は、 

１１２億３，６８７万円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、国庫支出金は、保険給付費の増額に伴い、療養給付費等負担

金では１億６５９万５，０００円を、高額医療費共同事業負担金では４８９万４，０００円をそれぞ

れ増額している。前期高齢者交付金は、社会保険診療報酬支払基金の交付金確定通知により、 

４，１０４万９，０００円を減額するものである。県支出金は、高額医療費共同事業負担金を通知に

より、４８９万４，０００円を増額し、財政調整交付金は、国庫支出金と同様、保険給付費の増額に

伴い１，８８１万円を増額している。繰入金については、補正予算の収支不足に対応するため、その

他繰入金を１億１，０００万円増額するものである。繰越金は、前年度の繰越金として、１億 

９，７１６万９，０００円を受け入れるものである。 

・歳出について、保険給付費は、医療費の伸び等を勘案し、一般及び退職被保険者に係る療養給付費で

は２億４、８５０万円を、高額療養費では、２，７３９万円をそれぞれ増額するものである。後期高

齢者支援金は、社会保険診療報酬支払基金の支払額確定通知に基づき、２５２万３，０００円を増額

し、老人保健拠出金は２１６万３，０００円を、介護納付金は１１０万７，０００円をそれぞれ減額

するものである。共同事業拠出金は、埼玉県国民健康保険団体連合会の支払通知に基づき、高額医療

費共同事業拠出金では１，９５７万７，０００円を、保険財政共同安定化事業拠出金では３，９１０

万円をそれぞれ増額するものである。諸支出金については、実績に伴う療養給付費等負担金の返還金

で、７，０７５万４，０００円を増額するものである。 

［質疑等］ 

【安田福祉部長】 

・議案第３４号と第３５号の１ページ目、第３５号の５ページについて、「追加」ではなく「増額」と

記載されている。統一する必要はないのか。 

【小林総務部長】 

・特に定めはないが、次回から統一する。 

 

議案第３５号 平成２３年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

【高橋都市建設部長】 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ８５０万５,０００円の増額で、これを含めた累計額は、１６億
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６，１３１万４，０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、繰入金は、一般会計からの繰入金で１，０１５万８,０００

円を増額するもので、繰越金は、前年度繰越金を１６５万３，０００円減額するものである。 

・歳出について、下水道事業費の汚水管事業で、下水道施設耐震診断事業の実施に伴い、諸委託料を 

８５０万５,０００円増額するものでございます。第２表 継続費は、下水道施設耐震診断事業の総

額及び年割額などを設定するものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第３６号 平成２３年度朝霞市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

【中村健康づくり部長】 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ４億５，１６６万２，０００円の増額で、これを含めた累計額は、

４６億０，２０１万３,０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、保険給付費の増額に伴い、国庫支出金は、介護給付費負担金

で８，０３８万７，０００円を、支払基金交付金は、介護給付費交付金で２，８０６万３，０００円

を、県支出金は、介護給付費負担金で１，１６９万３，０００円をそれぞれ増額するものである。ま

た、繰入金の一般会計繰入金は、介護給付費繰入金で１億２，０９６万４，０００円を、基金繰入金

は、介護保険保険給付費支払基金繰入金で２，３３８万８，０００円をそれぞれ増額するものである。

繰越金は前年度繰越金として、１億８，７１６万７，０００円を受け入れるものである。 

・歳出について、保険給付費では、サービス利用件数等の増加に伴い、居宅介護等サービス給付事業で

６，１９７万２，０００円を、地域密着型介護サービス給付事業で７６９万９，０００円を、居宅介

護等サービス計画費給付事業で１，０９０万６，０００円を、それぞれ増額するものである。また、

介護予防サービス給付事業では８６４万５，０００円を、介護予防サービス計画費給付事業で４３２

万４，０００円をそれぞれ増額するものである。基金積立金の介護保険保険給付費支払基金積立事業

は、前年度決算に基づき、３億１７７万１，０００円を積み立てるものである。諸支出金の償還金に

ついては、国庫支出金返還金として、１，０９３万５，０００円を、県支出金返還金として、 

１，００１万９，０００円を、その他還付・返還金として、１，４１１万４，０００円をそれぞれ増

額するとともに、また、一般会計に返還する一般会計繰出金を２，１２７万７，０００円増額するも

のである。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第３７号 平成２３年度朝霞市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 
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【中村健康づくり部長】 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ８６５万５，０００円の増額で、これを含めた累計額は、８億 

４，１５３万７，０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、前年度決算額の確定により、繰越金として、８６５万 

５，０００円を増額するものである。 

・歳出について、一般会計への返還分として、諸支出金の一般会計繰出金を８６５万５，０００円増額

するものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第３８号 平成２３年度朝霞市水道事業会計補正予算（第１号） 

【新井水道部長】 

・今回の補正は、本年３月に発生した、東日本大震災及び福島原子力発電所の事故を受けて、水道施設

の耐震化などを図るものである。 

・補正の概要は、収益的収入及び支出については、収益的支出のうち、営業費用で、水道水の放射性物

質濃度測定を継続して行う経費など７４５万７，０００円増額し、支出予定額を２０億１，４２１万

８，０００円に改めるものである。 

・資本的収入及び支出については、資本的支出のうち、建設改良費で、岡浄水場県水導水管の耐震化や、

取水井応急給水設備の設置に係る経費など１億７，７４１万３，０００円を増額し、支出予定額を 

７億８，８４３万１，０００円に改めるものである。資本的収入額が資本的支出額に対して不足する

額、７億８，５９２万９，０００円は、「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額」、「減債

積立金」、「建設改良積立金」、「過年度分損益勘定留保資金」、「当年度分損益勘定留保資金」で補てん

するものである。 

・継続費は、岡浄水場県水導水管耐震化事業及び取水井応急給水設備設置事業について、総額及び年割

額などを設定するものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第３９号 朝霞市税条例の一部を改正する条例 

【小林総務部長】 

・現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して、税制の整備を図るための地方税法等の一部を改正す

る法律が、去る６月３０日に公布されたことに伴い、朝霞市税条例の一部を改正するものである。 

・主な改正内容は、市税に係る不申告等に関する過料の上限を現行の３万円から１０万円に引き上げる
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ものである。個人住民税における寄附金税額控除の適用下限額を現行５千円から２千円に引き下げる

ものである。これらの改正のうち、市税に係る過料の上限の引き上げについては、周知期間のため、

公布の日から起算して２月を経過した日から施行し、個人住民税の寄附金税額控除の適用下限額引き

下げについては公布の日から施行し、経過措置として平成２３年１月１日以後の対象寄附金に対し適

用したいと考えている。 

・朝霞市は、過料自体は要求していない。 

［質疑等］ 

【小澤副市長】 

・５千円を２千円に改めることは、どこに記載されているのか。 

【富岡市長】 

・地方税法には記載があるが、市税条例には記載はないのだろう。 

 

議案第４０号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条 

例 

【小林総務部長】 

・改正内容については、スポーツ振興法がスポーツ基本法に全部改正されたことに伴い、同法に基づき

設置されているスポーツ振興審議会をスポーツ推進審議会に、体育指導委員をスポーツ推進委員に、

それぞれ名称の変更をするもの、及び、平成２３年１０月から生活保護法に係る相談者に対して専属

で相談及び申請事務を行う「生活保護面接相談員」を配置するもので、非常勤の特別職として位置付

け、本条例の別表に加えるものである。 

・これらの改正のうちスポーツ振興法の改正に伴う名称変更については、公布の日から、生活保護面接

相談員を加える改正については、平成２３年１０月１日から施行したい。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第４１号 朝霞市スポーツ振興審議会に関する条例の一部を改正する条例 

【田中生涯学習部長】 

・改正内容については、設置の根拠となっているスポーツ振興法が、スポーツ基本法に全部改正された

ことに伴い、名称などの一部を変更するものである。 

・この改正については、公布の日から施行したい。 

［質疑等］ 

なし 
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議案第４２号 朝霞市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

【安田福祉部長】 

・改正内容については、災害弔慰金の支給等に関する法律の一部が改正されたことに伴い、災害弔慰金

の支給対象となる遺族の範囲を拡充するもので、死亡した者の死亡当時における兄弟姉妹を、本条例

に加えるものである。 

・この改正については、公布の日から施行し、平成２３年３月１１日以後に生じた災害により死亡した

市民に係る災害弔慰金の支給について適用したい。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第４３号 朝霞市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

【小林総務部長】 

・改正内容については、地方公務員の育児休業等に関する法律の一部が改正されたことに伴い、所要の

改正を行うもので、非常勤職員について、育児休業及び部分休業をすることができる職員の範囲、育

児休業の期間及び部分休業の時間などについて規定するものである。 

・この改正については、公布の日から施行したい。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第４４号 市道路線の認定について 

【高橋都市建設部長】 

・今回認定する路線は１路線で、開発行為に伴い、都市計画法第４０条の規定により帰属された道路を

認定するものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第４５号 指定管理者の指定について（自転車駐車場） 

【高橋都市建設部長】 

・朝霞台駅南口地下自転車駐車場など１０か所の自転車等駐車場の管理に関し、指定管理者として朝霞

地区シルバー人材センターを指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、本案を

提出するものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 

・駐車場については、指定管理者を指定していたが、平成２４年４月１日からは直営とする。 
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［質疑等］ 

【富岡市長】 

・駐車場を直営とすることのメリットはあるのか。 

【高橋都市建設部長】 

・駅前広場と一体的に管理することができるようになる。 

・料金の徴収のみを委託するため、安価になる。 

【富岡市長】 

・委託先は、どのように決定するのか。 

【高橋都市建設部長】 

・指名委員会に諮る。 

 

議案第４６号 指定管理者の指定について（体育施設） 

【田中生涯学習部長】 

・朝霞市立総合体育館など１４か所の体育施設の管理に関し、指定管理者として朝霞市施設管理公社を

指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出するものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第４７号 指定管理者の指定について（総合福祉センター） 

【安田福祉部長】 

・朝霞市総合福祉センターの管理に関し、指定管理者として朝霞市社会福祉協議会を指定するため、地

方自治法第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出するものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第４８号 指定管理者の指定について（市民会館） 

【細沼市民環境部次長兼産業振興課長】 

・朝霞市民会館の管理に関し、指定管理者として朝霞市施設管理公社を指定するため、地方自治法第 

２４４条の２第６項の規定により、本案を提出するものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 

［質疑等］ 
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なし 

 

議案第４９号 指定管理者の指定について（集会施設） 

【細沼市民環境部次長兼産業振興課長】 

・弁財市民センターなど８か所の集会施設の管理に関し、指定管理者として朝霞地区シルバー人材セン

ターを指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出するものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第５０号 指定管理者の指定について（放課後児童クラブ） 

【安田福祉部長】 

・朝霞市本町放課後児童クラブなど１０か所の放課後児童クラブの管理に関し、指定管理者として朝霞

市社会福祉協議会を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出する

ものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第５１号 指定管理者の指定について（児童館） 

【安田福祉部長】 

・朝霞市きたはら児童館など５か所の児童館の管理に関し、指定管理者として朝霞市社会福祉協議会を

指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出するものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第５２号 指定管理者の指定について（老人福祉センター） 

【中村健康づくり部長】 

・朝霞市溝沼老人福祉センター及び朝霞市浜崎老人福祉センターの管理に関し、指定管理者として朝霞

市社会福祉協議会を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出する

ものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 
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［質疑等］ 

なし 

 

議案第５３号 指定管理者の指定について（特別養護老人ホーム） 

【中村健康づくり部長】 

・朝光苑の管理に関し、指定管理者として朝霞地区福祉会を指定するため、地方自治法第２４４条の２

第６項の規定により、本案を提出するものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第５４号 指定管理者の指定について（斎場） 

【細沼市民環境部次長兼産業振興課長】 

・朝霞市斎場の管理に関し、指定管理者として朝霞市施設管理公社を指定するため、地方自治法第 

２４４条の２第６項の規定により、本案を提出するものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第５５号 指定管理者の指定について（産業文化センター） 

【細沼市民環境部次長兼産業振興課長】 

・朝霞市産業文化センターの管理に関し、指定管理者として朝霞市商工会を指定するため、地方自治法

第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出するものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第５６号 指定管理者の指定について（都市公園） 

【高橋都市建設部長】 

・朝霞中央公園、青葉台公園及び内間木公園の管理に関し、指定管理者として朝霞市施設管理公社を指

定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出するものである。 

・指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの５年間である。 

・荒川運動場については、今年度中に都市公園として告示することとし、平成２４年度内には新たに指
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定管理者を指定したい。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第５７号 人権擁護委員候補者の推薦に関する意見を求めることについて 

【小林総務部長】 

・朝霞市推薦の人権擁護委員のうち、久瀬逸子氏の任期が平成２３年１２月３１日をもって満了となる

が、同氏を再び委員に推薦したく、ここに提案する次第である。 

・久瀬氏の経歴については、経歴書を添付してあるため、参照していただきたいが、平成２１年１月か

ら人権擁護委員として御活躍中であり、次期の任期についても引き続きお願いできればと考えてい

る。久瀬氏は、人格、識見ともに高く、人権の擁護に関し深い理解と経験を有し、人権擁護委員とし

て最適の方であると確信している。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第５８号 教育委員会委員任命に関する同意を求めることについて 

【中島学校教育部長】 

・市の教育委員会委員のうち、岡野忠正氏の任期が平成２３年９月３０日をもって満了となるが、同氏

を再び委員に任命したく、ここに提案する次第である。 

・岡野氏の経歴については、経歴書を添付してあるため、参照していただきたいが、平成１５年１０月

から教育委員会委員として御活躍中であり、ここで再選任をお願いするものである。岡野氏は、教育

委員会委員として最適の方であると確信している。 

［質疑等］ 

【富岡市長】 

・その他の経歴の部分は不要ではないか。 

【和田教育長】 

・検討する。 

 

議案第５９号 教育委員会委員任命に関する同意を求めることについて 

【中島学校教育部長】 

・市の教育委員会委員のうち、比留間藤昭氏の任期が平成２３年９月３０日をもって満了とるが、同氏

を再び委員に任命したく、ここに提案する次第である。 

・比留間氏の経歴については、経歴書を添付してあるため、参照していただきたいが、平成１５年１０
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月から教育委員会委員として御活躍中であり、ここで再選任をお願いするものである。比留間氏は、

教育委員会委員として最適の方であると確信している。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第６０号 埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少、同組合の規約の変更

及び財産処分について 

【小林総務部長】 

・鳩ヶ谷市が川口市に編入合併されることに伴い、同組合から鳩ヶ谷市を脱退させること、同組合規約

を変更すること及び同組合の財産処分について協議する必要があるため、地方自治法第２９０条及び

同法第７条第６項の規定により、提出するものである。 

・この変更については、平成２３年１０月１１日から施行することとなる。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第６１号 埼玉県都市競艇組合を組織する地方公共団体の数の減少、同組合の規約変更及び財産

処分について 

【小林総務部長】 

・鳩ケ谷市が川口市に編入合併されることに伴い、同組合から鳩ケ谷市を脱退させること、同組合規約

を変更すること及び同組合の財産処分について協議する必要があるため、地方自治法第２９０条及び

同法第７条第６項の規定により、提出するものである。 

・この変更については、平成２３年１０月１１日から施行することとなる。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第６２号 埼玉県西部第一広域行政推進協議会の廃止について 

【田中審議監】 

・本議案は、朝霞市をはじめ埼玉県南西部11市町で構成する法定協議会「埼玉県西部第一広域行政推進

協議会」の廃止について、地方自治法第２５２条の６の規定により議会の議決を求めるものである。 

・当協議会の決定により、平成２４年３月３１日をもって廃止することとされている。 

［質疑等］ 

なし 

 



 19 

［閉会］ 

 


